
※1　人件費については、定員管理計画の実行等により総額抑制
※2　制度外（法定外）繰出金については、明確な基準による経費の積み上げを行った上で要求
※3　単独補助金、扶助費（市単独制度）については、個別に審査し、廃止・縮減を行った上で要求
※4　周期的事業（大会、選挙）など当然廃止となる経費については、あらかじめ減算して要求枠を算出

（28年度）
　41.0億円

抑制

（28年度）

　114.4億円

（28年度）

　13.7億円

▲10％

扶
助
費
・
繰
出
金
の
増
等

（28年度）

　4.8億円

（28年度）

　3.8億円 抑制

（28年度）
　6.6億円

（28年度）

　4.8億円 抑制

（28年度）

　4.8億円 抑
制

▲
5％

（28年度）

199.5
億円

③施設維持管

理経費
保守点検、清掃、警

備、剪定・草刈等

④単独補助金

⑤扶助費

（市単独制度）

⑦その他投資的事業
施設改修・修繕工事、

公園等整備費

⑧その他の事業

①人件費

賃金、報償費、講

師謝礼・賃金を主と

した委託料を含む。

⑨指定管理者制

度事業

平成29年度当初予算編成の基本方針（要求枠配分）について

②制度事業

法令等により対象・

単価が定められて

おり市の判断により

事業量の増減がで

きないもの（公債費、

繰出金、扶助費

（市単独を除く）、

債務負担行為に基

づく経費、各種負

担金等）

⑥重点事業（政策枠）

(28年度）5.6億円

個別指定

（概算要求とともに要望を

行い、個別に審査。予算編

成過程において検討）

・市の将来の発展に不可

欠または市民生活に密接

に関連する事業（投資・非

投資）

・市長マニフェストを踏ま

え、「行政改革推進計画」、

「まち・ひと・しごと創生総

合戦略」、「総合計画実施

計画」等に掲げた優先的

諸課題について要望

上限（8.4億円程度）

さ
ら
に
、
聖
域
を
設
け
る
こ
と
な
く
施
策
・
制
度
の
抜
本
的
見
直
し

＋

29年度
一般会計当初予算

190億円規模

（要求枠配分の考え方）

・「平成29年度当初予算編成

に向けた財政改革の取組み

内容（方向性）について」（平

成28年7月22日第86回愛西

市行政改革推進本部会議決

定）を踏まえ、一般会計歳出

予算の要求枠（市債＋一般

財源）を部局別に措置

・経費の性質別（市の裁量の

大小）に算出した要求枠の合

計額を措置することから、要

求に当たって経費間の枠流

用は不可（経費ごとに要求枠

を厳守）

③からの移管により増


